
【様式第1号】

自治体名：松塩筑木曽老人福祉施設組合

会計：一般会計等 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 4,997,721,863   固定負債 2,022,297,060

    有形固定資産 4,639,079,110     地方債 702,975,689

      事業用資産 4,557,066,815     長期未払金 -

        土地 1,262,907,259     退職手当引当金 1,319,321,371

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 7,316,263,579     その他 -

        建物減価償却累計額 -4,336,440,829   流動負債 295,584,780

        工作物 21,887,921     １年内償還予定地方債 119,964,413

        工作物減価償却累計額 -17,388,458     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 175,620,367

        航空機 -     預り金 -

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 1,641,700,062 負債合計 2,317,881,840

        その他減価償却累計額 -1,331,862,719 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 6,442,109,305

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -2,095,010,470

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 207,691,023

      物品減価償却累計額 -125,678,728

    無形固定資産 16,940,000

      ソフトウェア 16,940,000

      その他 -

    投資その他の資産 341,702,753

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 341,702,753

        減債基金 -

        その他 341,702,753

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 1,667,258,812

    現金預金 221,617,634

    未収金 1,253,736

    短期貸付金 -

    基金 1,444,387,442

      財政調整基金 1,444,387,442

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 4,347,098,835

資産合計 6,664,980,675 負債及び純資産合計 6,664,980,675

貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：松塩筑木曽老人福祉施設組合

会計：一般会計等 （単位：円）

    その他 -

純行政コスト 168,332,808

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 168,332,808

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

  経常収益 4,296,615,402

    使用料及び手数料 7,500

    その他 4,296,607,902

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 734,400

        その他 4,796,508

    移転費用 6,414,783

      補助金等 5,680,383

      その他の業務費用 7,120,591

        支払利息 2,324,083

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 28,757,203

        減価償却費 282,653,103

        その他 -

        その他 779,756,236

      物件費等 1,304,353,663

        物件費 992,943,357

        職員給与費 1,926,927,585

        賞与等引当金繰入額 175,620,367

        退職手当引当金繰入額 264,754,985

  経常費用 4,464,948,210

    業務費用 4,458,533,427

      人件費 3,147,059,173

行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額



【様式第4号】

自治体名：松塩筑木曽老人福祉施設組合

会計：一般会計等 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 -

本年度末現金預金残高 221,617,634

    その他の収入 -

財務活動収支 -105,873,336

本年度資金収支額 3,604,505

前年度末資金残高 218,013,129

本年度末資金残高 221,617,634

  財務活動支出 129,873,336

    地方債償還支出 129,873,336

    その他の支出 -

  財務活動収入 24,000,000

    地方債発行収入 24,000,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -88,598,039

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 225,800,381

    国県等補助金収入 30,355,600

    基金取崩収入 195,444,781

【投資活動収支】

  投資活動支出 314,398,420

    公共施設等整備費支出 75,682,200

    基金積立金支出 238,716,220

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 198,075,880

  業務収入 4,356,405,450

    税収等収入 52,852,500

    国県等補助金収入 6,800,400

    使用料及び手数料収入 7,500

    その他の収入 4,296,745,050

    移転費用支出 6,414,783

      補助金等支出 5,680,383

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 734,400

    業務費用支出 4,151,914,787

      人件費支出 3,123,093,636

      物件費等支出 1,021,700,560

      支払利息支出 2,324,083

      その他の支出 4,796,508

資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 4,158,329,570



【様式第3号】

自治体名：松塩筑木曽老人福祉施設組合

会計：一般会計等 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 4,425,423,143 6,605,808,769 -2,180,385,626

  純行政コスト（△） -168,332,808 -168,332,808

  財源 90,008,500 90,008,500

    税収等 52,852,500 52,852,500

    国県等補助金 37,156,000 37,156,000

  本年度差額 -78,324,308 -78,324,308

  固定資産等の変動（内部変動） -163,699,464 163,699,464

    有形固定資産等の増加 75,682,200 -75,682,200

    有形固定資産等の減少 -282,653,103 282,653,103

    貸付金・基金等の増加 238,716,220 -238,716,220

    貸付金・基金等の減少 -195,444,781 195,444,781

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -78,324,308 -163,699,464 85,375,156

本年度末純資産残高 4,347,098,835 6,442,109,305 -2,095,010,470

純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日
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１．重要な会計方針

　(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　　①有形固定資産・・・取得原価

　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　　　ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価

　　　イ．昭和60年度以後に取得したもの

　　　　　取得原価が判明しているもの・・・取得原価

　　　　　取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価

　　②無形固定資産・・・取得原価

　　

　(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

   　該当事項なし

　(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　 該当事項なし

　(４)有形固定資産等の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　建物　　　　　　　　　15年～47年(付属設備を含む）

　　　　工作物　　　　　　　　6年～15年

　　　　その他有形固定資産　　6年～39年

　　　　物品　　　　　　　　　3年～20年

　　②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

　　　ソフトウェアについては、当組合における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。

　　③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円

　　　以下のファイナンス・リース取引を除きます。）

　　　　　・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

　(５)引当金の計上基準及び算定方法

　　①投資損失引当金

　　　該当事項なし

　　②徴収不能引当金

　　　未収金については、過去5年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　　　長期延滞債権については、過去5年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

　　③退職手当引当金

　　　　　期末自己都合要支給額を計上しています。

　　④損失補償等引当金

　　　該当事項なし

　　⑤賞与等引当金

　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する

　　　部分を計上しています。

　(６)リース取引の処理方法

　　①ファイナンス・リース取引

　　　ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引

　　　　　を除く）

　　　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　　　イ．ア．以外のファイナンス・リース取引

　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　　②オペレーティング・リース取引

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　(７)資金収支計算書における資金の範囲

注　記
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　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（当組合資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等。）

　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

　(８)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　①物品及びソフトウェアの計上基準

　　　物品については、取得価額及び見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。

　　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

　　②資本的支出と修繕費の区分基準

　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であると

　　　きに修繕費として処理しています。

２．重要な会計方針の変更等

　　　該当事項なし

３．重要な後発事象

　　　該当事項なし

４．偶発債務

　　　該当事項なし

５．追加情報

　(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　　①地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数を

　　　もって会計年度末の係数としています。

　　②利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

　　③繰越事業にかかる将来の支出予定額

　(２)純資産変動計算書に係る事項

　　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

　　　①固定資産等形成分

　　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

　　　②余剰分（不足分）

　　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

　(３)資金収支計算書に係る事項

　　①基礎的財政収支　　155,073,363円

　　②既存の決算情報との関連性　

　　　　　　　　　　　　　収入（歳入）　　　　支出（歳出）

　　　歳入歳出決算書　　　　4,824,218,960円　　　4,602,601,326円

　　　繰越金に伴う差額　　　　218,013,129円　　　　　　　　　-円　

　　　資金収支計算書　　　　4,606,205,831円　　　4,602,601,326円　　

　　③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

　　　資金収支計算書　　　　　　　　　　　　

　　　　業務活動収支　　　　　　　　　　198,075,880円　　　

　　　　　減価償却費　　　　　　　　　　　△282,653,103円

　　　　　賞与引当金繰入額(増減額)　　　 　  24,252,670円

　　　　　退職手当引当金繰入額(増減額)　　 △48,218,207円

          国県等補助金収入(投資活動収入）　　30,355,600円

       　 未収債権額の増加(減少)　   　      △ 137,148円

　　　純資産変動計算書の本年度差額　　 △78,324,308円　

　　

５．特記事項

　　純資産変動計算書における国県等補助金には、長野県新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業補助金

　　37,156,000円計上しております。
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